
 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

６６－５－２ 耐圧強化ベント系 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

耐圧強化ベント系 耐圧強化ベント系が動作可能であること※１※２ 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ※３ ４本 

可搬型窒素供給装置 ※４ 

フィルタ装置水素濃度 ※５ 

耐圧強化ベント系放射線モニタ ※５ 

可搬型代替交流電源設備 ※６ 

可搬型直流電源設備 ※７ 

常設代替交流電源設備 ※８ 

常設代替直流電源設備 ※９ 

代替所内電気設備 ※１０ 

※１：必要な弁（遠隔手動弁操作設備含む）及び配管を含む。 
※２：耐圧強化ベント系が動作不能の場合でも，格納容器圧力逃がし装置が動作可能であれ

ば運転上の制限を満足しているとみなす。 

※３：「６６－５－１ 格納容器圧力逃がし装置」の遠隔空気駆動弁操作用ボンベを兼ねる。 

※４：「６６－５－３ 可搬型窒素供給装置」において運転上の制限等を定める。 

※５：「６６－１３－１ 主要パラメータ及び代替パラメータ」において運転上の制限等を

定める。 

※６：「６６－１２－２ 可搬型代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 
※７：「６６－１２－５ 可搬型直流電源設備」において運転上の制限等を定める。  
※８：「６６－１２－１ 常設代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。 
※９：「６６－１２－４ 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備」において 
運転上の制限等を定める。  

※10：「６６－１２－６ 代替所内電気設備」において運転上の制限等を定める。 
 

 

 

 
① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十八条（１．５） 
設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十二条（１．９）が該当する。 
 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 
③ 以下の条文要求が運転段階でも維持できるよう，常設重大事故等対処設備である耐圧強
化ベント系が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係る基本方針

４．３（１）） 
・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十八条（１．５） 
「最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備（手順等）」として，設計基準事故対処

設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送する

ために必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 
・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十二条（１．９） 
「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備（手順等）」として，炉

心の著しい損傷が発生した場合に，水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するた

めに必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 
 
耐圧強化ベント系に対して，格納容器圧力逃がし装置は同等な性能を有するとともに，

上記基準要求も満足可能であることから，耐圧強化ベント系が動作不能の場合でも，格

納容器圧力逃がし装置が動作可能であれば運転上の制限を満足しているとみなす。（添

付－２） 
 
耐圧強化ベント系と格納容器圧力逃がし装置は，以下のとおり共用する弁及び配管等

が存在することから，耐圧強化ベント系が動作不能となった場合は，以下を参考に６６

－５－１（格納容器圧力逃し装置）について動作可能であることを確認する。 
（１）フィルタ装置入口弁及び耐圧強化ベント弁より上流（格納容器側）の弁及び配管 
については，格納容器圧力逃がし装置及び耐圧強化ベント系で共用する。 
（２）フィルタ装置入口弁及び耐圧強化ベント弁より下流（フィルタ装置又は排気筒 
側）の弁及び配管については，格納容器圧力逃がし装置と耐圧強化ベント系で共用し

ない。 
（３）フィルタ装置入口弁については，耐圧強化ベント系としては「閉」，格納容器圧 
力逃がし装置としては「開」が要求される。 
（４）耐圧強化ベント弁については，耐圧強化ベント系としては「開」格納容器圧力逃 
がし装置としては「閉」が要求される。 

 
④ 耐圧強化ベント系は，原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させるため，また原子炉格納
容器内における水素爆発を防止するために必要な設備であり，原子炉格納容器の破損が発

生する可能性のある期間を機能維持期間として適用する必要があることから，適用される

原子炉の状態は「運転，起動及び高温停止」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３

（１）） 
  
⑤ ②に含まれる設備 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．必要な電動駆動弁，空気駆動弁及び遠隔手動弁操作設

備を用いた弁が動作可能であることを確認する。ま

た，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉

状態を確認する。 

定検停止時 当直長 

２．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，耐

圧強化ベント系が使用可能であることを確認する。 
１ヶ月に１回 当直長 

３．原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，遠

隔空気駆動弁操作用ボンベが使用可能であることを

確認する。 

３ヶ月に１回 当直長 

 

 

 

 

 

 

 

（３）要求される措置 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

Ａ．耐圧強化ベント

系が動作不能の

場合※１１ 

Ａ１．当直長は，残留熱除去系２系列を起動し，動作可

能であることを確認する※１２とともに，その他の

設備※１３が動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ２．当直長は，可燃性ガス濃度制御系１系列を起動し，

動作可能であることを確認するとともに，その他

の設備※１４が動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ３．当直長は，代替措置※１５を検討し，原子炉主任技

術者の確認を得て実施する措置を開始する。 

及び 

Ａ４．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

３日間 

 

 

１０日間 

⑥ 遠隔空気駆動弁操作用ボンベは，耐圧強化ベント系の排出経路に設置された隔離弁のうち
空気作動弁に供給するため，４本を所要数とするがフィルタ装置入口弁及び耐圧強化ベン

ト弁については操作用ボンベからの供給がない状態においても格納容器圧力逃がし装置

は系統構成が可能であり，動作可能である。なお，一次隔離弁（ドライウェル側）及び一

次隔離弁（サプレッション・チェンバ側）の操作用ボンベについては，格納容器圧力逃が

し装置の遠隔空気駆動弁用操作ボンベと所要数を兼ねる。（添付－３） 
 
 
 
⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．
２） 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 
  項目１が該当。 
耐圧強化ベント系の排出経路に設置された隔離弁は，原子炉運転中は格納容器バウン

ダリを維持することが要求されるため，定検停止時に開閉試験を実施する。 
 
項目１については，中央性制御室からの遠隔操作で必要な弁を開弁できることを確認

する。空気駆動弁については，遠隔空気駆動弁操作用ボンベ内の窒素消費による重大

事故等時使用可能窒素量の減少を考慮し，計装用圧縮空気系等を使用して現場操作で

開弁できることを確認する。 
また，遠隔手動弁操作設備により開弁できることを確認する。 

 
ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 
  項目２，３が該当。 
原子炉運転中は隔離弁の動作確認はできないため，状態確認等により使用可能である

ことを確認する。 
項目３については，「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサ

ーベランス頻度の考え方に基づき３ヶ月に１回，動作可能であることを確認する。 
 
 
⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 
耐圧強化ベント系は１Ｎ要求設備であるため，動作可能な系統数が１Ｎ未満となった場合

を条件として設定する。 
 
⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 
Ａ１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設備が 
動作可能であることを“速やかに”確認する。対象となる設備は「設置変更許可申

請書（添付書類十）」技術的能力で整理した“機能喪失を想定する設計基準事故対処

設備”であり，炉心損傷防止及び格納容器破損防止の観点から最も有効と思われる残留

熱除去系（低圧注水モード，格納容器スプレイモード，サプレッションプール冷却

モード）（非常用ディーゼル発電機，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水

系含む）が該当する。なお，原子炉水位の回復には残留熱除去系が２系列以上必要となる

ことから，起動する残留熱除去系については２系列とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
Ｂ．条件Ａで要求さ

れる措置を完了

時間内に達成で

きない場合 

Ｂ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｂ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

※11：耐圧強化ベント系が動作不能の場合でも，格納容器圧力逃がし装置が動作可能であれ 

ば運転上の制限を満足しているとみなす。 

※12：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 

※13：残りの残留熱除去系１系列，非常用ディーゼル発電機３台，原子炉補機冷却水系３系 

列及び原子炉補機冷却海水系３系列をいい，至近の記録等により動作可能であるこ 

とを確認する。 

※14：残りの可燃性ガス濃度制御系１系列をいい，至近の記録等により動作可能であること 

を確認する。 

※15：代替品の補充等をいう。 

Ａ２．当該設備に期待する機能である「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止する」 
の観点で最も実効的な設計基準事故対処設備を確認対象として選定することとし，

具体的には可燃性ガス濃度制御系が動作可能であることを“速やかに”確認する。 
 
Ａ３．動作不能となった当該設備の機能を補完する代替措置（ボンベの補充等）を検討し， 
原子炉主任技術者の確認を得て実施する。完了時間は設計基準事故対処設備が動作可 
能であることを確認した場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 

 
Ａ４．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は代替措置を実施した場合のＡＯ 
Ｔ上限である「１０日間」とする。 

 
Ｂ１．，Ｂ２．既保安規定と同様の設定とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

６６－５－４ 代替原子炉補機冷却系 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

代替原子炉補機冷却系 代替原子炉補機冷却系２系列※１が動作可能であること※２※３ 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換 

大容量送水車（熱交換器ユニット用） １台×２※４ 

熱交換器ユニット  １式×２※４※５ 

可搬型代替交流電源設備 ※６ 

常設代替交流電源設備 ※７ 

燃料補給設備 ※８ 

※１：１系列とは，大容量送水車（熱交換器ユニット用）１台，熱交換器ユニット１式及び

ホースをいう。 
※２：動作可能とは，当該系統に期待されている機能を達成するための原子炉補機冷却系の

Ａ系及びＢ系のループ配管，残留熱除去系熱交換器，サージタンク，主要配管上の手

動弁，電動弁及び接続口を含む。 
なお，動作可能であるべき原子炉補機冷却系（接続口を含む）は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止においては，Ａ系及びＢ系の計２系列，原子炉の状態が冷温停

止及び燃料交換においては，Ａ系又はＢ系どちらか１系列とする。 
※３：原子炉補機冷却系のＢ系の冷却ラインは，「６６－５－５ 代替循環冷却系」と兼ね

る。当該系統が動作不能時は，運転上の制限も確認する。 
また，運転上の制限を満足しない場合は，「第５２条 残留熱除去冷却水系及び残留

熱除去冷却海水系」及び「第５３条 非常用ディーゼル発電設備冷却系」の運転上の

制限も確認する。 
※４：大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び熱交換器ユニットは，荒浜側及び大湊側に

１セットずつ分散配置されていること。 

※５：代替原子炉補機冷却水ポンプを含む。 
※６：「６６－１２－２ 可搬型代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。  
※７：「６６－１２－１ 常設代替交流電源設備」において運転上の制限等を定める。  
※８：「６６－１２－７ 燃料補給設備」において運転上の制限等を定める。 

 
① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十八条（１．５）が該当する。 
また，技術的能力審査基準１．１３の手順で使用する。 
 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 
③ 以下の条文要求が運転段階でも維持できるよう，可搬型重大事故等対処設備である代替
原子炉補機冷却系２系列が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に

係る基本方針４．３（１）） 
 
・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十八条（１．５） 
「最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備（手順等）」として，設計基準事故対処

設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送する

ために必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 
・技術的能力審査基準１．１３ 
「重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」として設計基準事故の収束に必要な

水源とは別に，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を確保することに加えて，

設計基準事故及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十分な

量の水を供給するために，必要な手順等を定めること。 
 
熱交換器ユニットを接続する原子炉補機冷却系の流路について，原子炉の状態が「運転，

起動，高温停止」においてはＡ系・Ｂ系共に必要だが，「冷温停止，燃料交換」において

は，Ａ系またはＢ系どちらかが使用可能であればよい。 
 
④ 代替原子炉補機冷却系は，設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送す
る機能が喪失した場合において必要な設備であり，原子炉内に燃料が装荷されている期間

及び使用済燃料プールに照射された燃料体を貯蔵している期間を機能維持期間として適

用する必要があることから，適用される原子炉の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停

止及び燃料交換」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
⑤ ②に含まれる設備 
 
⑥ 大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び熱交換器ユニットは，それぞれ１セット１台又
は１式で必要なポンプ容量及び伝熱容量を確保できる設計としている。これらは，可搬型

重大事故等対処設備のうち可搬型注水設備（原子炉建屋の外から水を供給するもの）であ

り２Ｎ要求設備に該当することから，所要数は２セット２台又は２式とする。（保安規定

変更に係る基本方針４．３（１），添付－２） 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．熱交換器ユニット（P27-D2000,D3000,D4000）の代替原

子炉補機冷却水ポンプの流量及び揚程が以下を満足し

ていることを確認する。 

・流量が６５０ｍ３／ｈ以上で揚程が６５ｍ以上。 

・流量が６８０ｍ３／ｈ以上で揚程が５６ｍ以上。 

・流量が７００ｍ３／ｈ以上で揚程が５３ｍ以上。 

２年に１回 原子炉ＧＭ 

２．熱交換器ユニット（P27-D1000,D5000）の代替原子炉補

機冷却水ポンプの流量及び揚程が以下を満足している

ことを確認する。 

・流量が　　　ｍ３／ｈ以上で揚程が　　ｍ以上。 

・流量が　　　ｍ３／ｈ以上で揚程が　　ｍ以上。 

・流量が　　　ｍ３／ｈ以上で揚程が　　ｍ以上。 

２年に１回 原子炉ＧＭ 

３．大容量送水車（熱交換器ユニット用）の流量が１１００

ｍ３／ｈ以上で吐出圧力が０．６１MPa 以上であること

を確認する。 

1 年に１回 原子炉ＧＭ 

４．原子炉補機冷却水系における常用冷却水供給側分離弁

及び常用冷却水戻り側分離弁が動作可能であることを

確認する。また，動作確認後，動作確認に際して作動し

た弁の開閉状態を確認する。 

定検停止時 当直長 

５．大容量送水車（熱交換器ユニット用）が動作可能である

ことを確認する。 
３ヶ月に１回 

モバイル設

備管理ＧＭ 

６．熱交換器ユニットが動作可能であることを確認する。 ３ヶ月に１回 
モバイル設

備管理ＧＭ 

７．原子炉補機冷却水系における残留熱除去系熱交換器冷

却水止め弁が動作可能であることを確認する。また，動

作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態を

確認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．
２） 

 

ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 
項目１，２，３が該当。 
「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度

の考え方に基づき，熱交換器ユニットについては２年に１回，大容量送水車（熱交換

器ユニット用）については１年に１回性能確認を実施する。 
 
確認する流量及び揚程（吐出圧力）は，工事計画認可申請書の記載に基づき設定する。

（添付－２） 
 
ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 
項目４，５，６，７が該当。 

 
項目４は，プラント運転中に当該弁を閉すると下流側（常用負荷）の機器類の冷却水

が遮断され，原子炉安全上好ましくないことからプラント停止中で常用負荷を停止可

能な時期に試験を行う。 
 
項目５，６は，「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベ

ランス頻度の考え方に基づき３ヶ月に１回，動作可能であることを確認する。 
 
    項目７は, 設計基準事故対処設備のサーベランス頻度と同等とし，１ヶ月に１回,動
作確認を実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ａ．動作可能な代替

原子炉補機冷却

系が２系列未満

１系列以上の場

合 

 

Ａ１．１．当直長は，残りの代替原子炉補

機冷却系が動作可能であること

を確認する。 

及び 

Ａ１．２．当直長は，原子炉補機冷却水系

１系列を起動し，動作可能であ

ることを確認する※８ととも

に，その他の設備※９が動作可

能であることを確認する。 

及び 

Ａ２．１．当直長は，当該機能を補完する

自主対策設備※１０が動作可能

であることを確認する。 

 又は 

Ａ２．２．当直長は，代替措置※１１を検討

し，原子炉主任技術者の確認を

得て実施する。 

及び 

Ａ３．当直長は，当該系統を動作可能 

な状態に復旧する。 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

１０日間 

 

 

 

１０日間 

 

 

 

３０日間 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 
代替原子炉補機冷却系は２Ｎ要求設備であるため，原子炉の状態が運転，起動及び高温停

止においては，動作可能な台数が２Ｎ未満（１Ｎ以上）となった場合（条件Ａ）と１Ｎ未

満となった場合（条件Ｂ）を条件として記載する。 
原子炉の状態が冷温停止及び燃料交換においては，２Ｎ未満（１Ｎ以上）と１Ｎ未満とで

要求される措置が同じになるため２Ｎ未満となった場合を条件として記載する。 
（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 
⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 
【運転，起動及び高温停止】 
Ａ１．１．動作可能な代替原子炉補機冷却系が２系列未満１系列以上となった場合には，残

りの代替原子炉補機冷却系が動作可能であることを確認する。動作確認の結果，動作

可能な代替原子炉補機冷却系が１系列以上の場合には，条件Ａで要求される措置を

継続して実施し，１系列未満の場合には条件Ｂへ移行し，条件Ｂで要求される措置

を実施する。なお，完了時間は“速やかに”とする。 

 
Ａ１．２．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設

備が動作可能であることを“速やかに”確認する。対象となる設備は「設置変更許

可申請書（添付書類十）」技術的能力で整理した“機能喪失を想定する設計基準事

故対処設備”である原子炉補機冷却水系，原子炉補機冷却海水系及び全交流動力電源（非

常用ディーゼル発電機）が該当する。 

 

 

Ａ２．１．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作可 
能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」

技術的能力で整理した「大容量送水車（ 熱交換器ユニット用） 又は代替原子炉補
機冷却海水ポンプ（移動式変圧器を含む）による除熱」が該当し，完了時間は対応

する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（２Ｎ未満（１Ｎ以

上））である「１０日間」とする。 
「大容量送水車（ 熱交換器ユニット用） 又は代替原子炉補機冷却海水ポンプ（移
動式変圧器を含む）による除熱」は，代替原子炉補機冷却系よりも短時間で準備で

きることから，時間短縮の補完措置は不要。（添付－３） 
 
Ａ２．２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する代替措置（可搬型ポン

プ又は熱交換器ユニットの補充等）を検討し，原子炉主任技術者の確認を得て実施

する。完了時間は設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（２Ｎ

未満（１Ｎ以上））である「１０日間」とする。 
 
Ａ３．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は代替措置を実施した場合又は自 
主対策設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（２Ｎ未満（１Ｎ以上））である「３

０日間」とする。 
 
 
 

 
 
 
コメントＮｏ．１５２ 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

 

Ｂ．動作可能な代替

原子炉補機冷却

系が１系列未満

の場合 

Ｂ１．当直長は，原子炉補機冷却水系１系

列を起動し，動作可能であること

を確認する※８とともに，その他の

設備※９が動作可能であることを確

認する。 

及び 

Ｂ２．１．当直長は，当該機能を補完 

する自主対策設備※１０が動作

可能であることを確認する。 

 又は 

Ｂ２．２．当直長は，代替措置※１１を 

検討し，原子炉主任技術者の

確認を得て実施する。 

及び 

Ｂ３．当直長は，当該系統を動作可能な状

態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

Ｃ．原子炉補機冷却

水系のＡ系と共

用する配管又は

弁が動作不能の

場合 

Ｃ１．当直長は，原子炉補機冷却水系２系

列を起動し，動作可能であること

を確認する※８とともに，その他の

設備※１２が動作可能であることを

確認する。 

及び 

Ｃ２．当直長は，当該系統を動作可能な状

態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

１０日間 

Ｄ．原子炉補機冷却

水系のＢ系と共

用する配管又は

弁が動作不能の

場合 

 

Ｄ１．当直長は，代替循環冷却系を動作不能

とみなす。 

及び 

Ｄ２．当直長は，原子炉補機冷却水系２系

列を起動し，動作可能であることを

確認する※８とともに，その他の設

備※１２が動作可能であることを確

認する。 

及び 

Ｄ３．当直長は，当該系統を動作可能な状

態に復旧する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

１０日間 

 

 
 
 
 
 
Ｂ１． Ａ１．と同様。 
 
Ｂ２．１． Ａ２．１．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「３日間」とする。 
 
Ｂ２．２． Ａ２．２．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「３日間」とする。 
 
Ｂ３． Ａ３．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「１０日間」とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
【要求される措置Ｃの考え方】 
原子炉補機冷却水系と共用する配管又は弁が故障した場合は，要求される措置Ａ１．又

はＢ１．が実施不可となる。そのため，保安規定変更に係る基本方針には記載してい

ないが，安全上有効と考えられる措置を設定し，保安規定第５２条（残留熱除去冷却

水系及び残留熱除去冷却海水系）で原子炉補機冷却水系１系列が動作不能となった

場合と同様に「１０日間」の完了時間を設定する。 
 
Ｃ１． Ａ１．と同様の考え方であるが，原子炉補機冷却水系１系列が動作不能の状態であ 

ることから，残りの原子炉補機冷却水系２系列（原子炉補機冷却海水系及び非常用

ディーゼル発電機含む）が動作可能であることを“速やかに”確認する。 
 
Ｃ２．当該系統を復旧する。完了時間は保安規定第５２条（残留熱除去冷却水系及び残留 
熱除去冷却海水系）で定める原子炉補機冷却水系１系列が動作不能の場合の完了

時間「１０日間」を準用する。 
 
Ｄ１．原子炉補機冷却水系のＢ系と共用する配管又は弁は，代替循環冷却系に使用することから 

原子炉補機冷却水系のＢ系と共用する配管又は弁が動作不能の場合，“速やかに”代替循

環冷却系を動作不能とみなす。 

 
Ｄ２． Ｃ１．と同様。 
 
Ｄ３． Ｃ２．と同様。  
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ｅ．条件Ａ，Ｂ，Ｃ又

はＤで要求され

る措置を完了時

間内に達成でき

ない場合 

Ｅ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｅ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

冷温停止 

燃料交換 

Ａ．動作可能な代替

原子炉補機冷却

系が２系列未満

の場合 

又は 

原子炉補機冷却

水系と共用する

配管又は弁が動

作不能の場合 

Ａ１．当直長は，当該系統を動作可能な状態

に復旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ２．１．当直長は，当該機能を補完する

自主対策設備※１０が動作可能

であることを確認する。 

又は 

Ａ２．２．当直長は，代替措置※１１を検討

し，原子炉主任技術者の確認を

得て実施する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

※８：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 
※９：残りの原子炉補機冷却水系２系列，原子炉補機冷却海水系３系列及び非常用ディーゼ 

ル発電機３台をいい，至近の記録等により動作可能であることを確認する。 

※10：大容量送水車（熱交換器ユニット用）又は代替原子炉補機冷却海水ポンプ（移動式 

変圧器を含む）にて海水直接通水を行う除熱をいう。 

※11：代替品の補充等。 

※12：原子炉補機冷却水系に接続する原子炉補機冷却海水系２系列及び非常用ディーゼル 
発電機２台をいい，至近の記録等により動作可能であることを確認する。 

 

 
 
 
 
 
Ｅ１．，Ｅ２．既保安規定と同様の設定とする。 

 
 
 
 
 
 
【冷温停止及び燃料交換】 

Ａ１．当該系統を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 
 
Ａ２．１．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作 
可能であることを“速やかに”確認する。 
 

Ａ２．２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する代替措置を検討し，原 
子炉主任技術者の確認を得て“速やかに”実施する。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

表６６－８ 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

 

６６－８－１ 静的触媒式水素再結合器 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

静的触媒式水素再結合器 静的触媒式水素再結合器の所要数が動作可能であること 

 

適用される 

原子炉の状態 ④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動  

高温停止 

冷温停止 

 燃料交換※１ 

静的触媒式水素再結合器 ５６個 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置 ※２ 

※１：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 

（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

※２：「６６－１３－1 主要パラメータ及び代替パラメータ」において運転上の制限等を定

める。 

 

 

 

 

（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．静的触媒式水素再結合器が動作可能であること

を確認する。 
定検停止時 原子炉ＧＭ 

２．原子炉の状態が運転，起動，高温停止，冷温停止及

び燃料交換※３において，所要数の静的触媒式水

素再結合器が動作可能であることを外観点検

により確認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

 ※３：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 

（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

 

 
① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十三条（１．１０）が該当する。 

 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 
③ 以下の条文要求が運転段階でも維持できるよう，常設重大事故等対処設備である静的触
媒式水素再結合器の所要数が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更

に係る基本方針４．３（１）） 
 
・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十三条（１．１０） 
「水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備（手順等）」として，炉心

の著しい損傷が発生した場合において，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止す

るために必要な設備を設ける（手順を定める）こと。 
   
④ 静的触媒式水素再結合器及び静的触媒式水素再結合器動作監視装置は，炉心の著しい損傷
が発生した場合に，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備であり，原

子炉内に燃料を装荷している期間及び使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵してい

る期間を機能維持期間とするが，原子炉の状態が燃料交換において原子炉水位がオーバー

フロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合は，保有水量が多く燃料プール代替注水

系にて注水可能であること，また原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉

の場合は，燃料プール代替注水系により使用済燃料プール水位が維持可能であるため除く

こととし，適用される原子炉の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換（原

子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位

付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプ

ールゲートが閉の場合）」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
⑤ ②に含まれる設備 
 
⑥ 静的触媒式水素再結合器は，原子炉格納容器からの水素ガス漏えい量を想定し，５６個設
置されている。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１），添付－２） 

 

⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．
２） 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 
項目１が該当。 
静的触媒式水素再結合器動作監視装置の定期検査時の確認事項は，触媒カートリッ

ジの機能確認を行い水素処理能力を確認する。 
ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 
  項目２が該当。 
 
「保安規定変更に係る基本方針」の重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え

方に基づき常設設備は１ヶ月に１回，外観点検にて動作可能であることを確認する。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ａ．動作可能な静的

触媒式水素再

結合器が５６

個未満５４個以

上の場合 

Ａ１．当直長は，当該設備を動作可能な

状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

Ｂ．動作可能な静的

触媒式水素再

結合器が５４

個未満の場合 

Ｂ１．当直長は，低圧注水系２系列を起

動し，動作可能であることを 

確認する※４とともに，その他設

備※５が動作可能であることを確

認する。 

及び 

Ｂ２．当直長は，当該機能を補完する自

主対策設備※６が動作可能である

ことを確認する。 

及び 

Ｂ３．当直長は，当該設備を動作可能な

状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

Ｃ．条件Ｂで要求さ

れる措置を完了

時間内に達成で

きない場合 

Ｃ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｃ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 
静的触媒式水素再結合器及び静的触媒式水素再結合器動作監視装置は，１Ｎ要求設備であ

るため，動作可能な個数が所要数未満となった場合を条件として記載する。 
 
⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 
【運転，起動及び高温停止】 
Ａ１．動作可能な静的触媒式水素再結合器が５６個未満となっても，動作可能な静的触

媒式水素再結合器が５４個以上あれば，原子炉格納容器からの水素ガス漏えい量を

想定した必要個数（５３．３個）以上が動作可能であることから，“速やかに”動作

可能な状態に復旧することとする。 
なお，動作可能な静的触媒式水素再結合器が５６個に復旧するまで運転上の制限

が逸脱した状態が継続する。 
 

Ｂ１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設備が

動作可能であることを確認することが基本的な考え方であるが，静的触媒式水素再

結合器は重大事故等緩和設備のため，もともとの設計基準事故対処設備に該当する

ものがない。このため，静的触媒式水素再結合器に期待する機能である「炉心の著

しい損傷が発生した場合において，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止す

る」ことの前段階である炉心損傷防止の観点で最も実効的な設計基準事故対処設備

を確認対象として選定することとし，具体的には低圧注水系が動作可能であること

を“速やかに”確認する。 
 
Ｂ２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備（原子炉建屋

トップベント）が動作可能であることを確認する。完了時間は設計基準事故対処設

備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 
 
水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する観点から，原子炉建屋トップベント

を開放し，原子炉建屋オペレーティングフロア天井部の水素ガスを大気へ排出する

ことで，原子炉建屋内における水素ガスの滞留を防止できるため，静的触媒式水素

再結合器の機能を代替できる。（添付－３） 
 

 Ｂ３．当該設備を動作可能な状態に復旧する。完了時間は，当該機能を補完する自主対策 
設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限である「１０日間」とする。 

 
Ｃ１．，Ｃ２．既保安規定と同様の規定とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
適用される 

原 子 炉 

の 状 態�条 

件 ⑧ 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

冷温停止 

 燃料交換※７ 

Ａ．動作可能な静的

触媒式水素再

結合器が５６個

未満５４個以上

の場合 

Ａ１．当直長は，当該設備を動作

可能な状態に復旧する。 

速やかに 

 

Ｂ．動作可能な静的

触媒式水素再

結合器が５４個

未満の場合 

Ｂ１．当直長は，当該設備を動作可能な状

態に復旧する措置を開始する。 

及び 

Ｂ２．当直長は，非常用炉心冷却系※８ 

１系列を起動し，動作可能であ

ることを確認する※４とともに，

その他設備※９が動作可能である

ことを確認する。 

及び 

Ｂ３．当直長は，当該機能を補完する自

主対策設備※６が動作可能である

ことを確認する。 

及び 

Ｂ４．当直長は使用済燃料プール水位 

   がオーバーフロー水位付近であ 

ること及び水温が６５℃以下で 

あることを確認する。 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

※４：運転中のポンプについては，運転状態により確認する。 
※５：残りの低圧注水系１系列をいい，至近の記録等により動作可能であることを確認す

る。 
※６：原子炉建屋トップベントをいう。 
※７：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 

（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

※８：自動減圧系を除く。 

※９：他の非常用炉心冷却系（自動減圧系を除く）のうち何れか１系列をいい，至近の記録

等により動作可能であることを確認する。 

 
 
 
【冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。（１）原子炉水

位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）原子炉内から全燃料が

取出され，かつプールゲートが閉の場合）】 
Ａ１．動作可能な静的触媒式水素再結合器が５６個未満となっても，動作可能な静的触

媒式水素再結合器が５４個以上あれば，原子炉格納容器からの水素ガス漏えい量を

想定した必要個数（５３．３個）以上が動作可能であることから，“速やかに”動作

可能な状態に復旧することとする。 
なお，動作可能な静的触媒式水素再結合器が５６個に復旧するまで運転上の制限が

逸脱した状態が継続する。 

Ｂ１．当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 
 
Ｂ２．【運転，起動及び高温停止】におけるＢ１．と同様の考え方で，炉心損傷防止の観

点から，保安規定第４０条（非常用炉心冷却系その２）で要求される非常用炉心冷

却系が動作可能であることを“速やかに”確認する。 
 
Ｂ３．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作可能で

あることを“速やかに”確認する。 
 
Ｂ４．原子炉内から全燃料が取出された場合も考慮し，使用済燃料プールの水位及び温度

の確認を“速やかに”行い使用済燃料プールに異常がないことを確認する。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

６６－８－２ 原子炉建屋内の水素濃度監視 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

原子炉建屋内の水素濃度監視 原子炉建屋内水素濃度監視設備が動作可能であること 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 

動作可能 

であるべき 

 チャンネル数⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換※１ 

原子炉建屋水素濃度 ８ 

 
（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担当 

１．原子炉の状態が運転，起動，高温停止，冷温停止及

び燃料交換※１において，動作不能でないことを指

示により確認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

２．チャンネル校正を実施する。 定検停止時 計測制御ＧＭ 

※１：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 
（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十三条（１．１０）が該当する。 
 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 
 
③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，原子炉建屋内水素濃度監視設備の
所要数が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係る基本方針４．

３（１）） 
 
・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十三条（１．１０） 
「水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備（手順等）」として，炉心

の著しい損傷が発生した場合において，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する

ために必要な設備を設ける（手順を定める）こと。 
 
④ 原子炉建屋内水素濃度監視設備は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，水素爆発
による原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な設備であり，原子炉内に燃料を装荷し

ている期間及び使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間を機能維持期間

とするが，原子炉の状態が燃料交換において原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，か

つプールゲートが開の場合は，保有水量が多く燃料プール代替注水系にて注水可能である

こと，また原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合は，燃料プール

代替注水系により使用済燃料プール水位が維持可能であるため除くこととし，適用される

原子炉の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態

となった場合は適用しない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプール

ゲートが開の場合又は（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場

合）」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
⑤ ②に含まれる設備 

 
⑥ 原子炉建屋オペレーティングフロアの天井付近に２チャンネル，非常用ガス処理系吸込配
管付近に１チャンネル及び格納容器のハッチ・エアロック等にそれぞれ１チャンネルの計

８チャンネル設置され，水素ガスの早期検知及び滞留状況を把握できる設計としている。

（添付－１，２） 
 
⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．
２） 
 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 
  項目２が該当。 
定期検査時の確認事項は，保安規定第２７条（計測及び制御設備）の各チャンネルと

同様，校正を行う。 
 
ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 
項目１が該当。 
通常運転中の確認事項は，指示値により動作不能でないことの確認（振切れや他の計
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
 
（３）要求される措置 
適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

 

Ａ．動作可能な原子炉

建屋内水素濃度

監視設備が所要

数を満足してい

ない場合 

Ａ１.１．当直長は，他チャンネルの原子

炉建屋内水素濃度監視装置が動

作可能であることを確認する。 

 又は 

Ａ１．２．当直長は，静的触媒式水素再結

合器動作監視装置が動作可能

であることを確認する。 

及び 

Ａ２．当直長は，当該設備を動作可能な状

態に復旧する措置を開始する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

３０日間 

Ｂ．原子炉建屋燃料取

替床の原子炉建

屋内水素濃度監

視設備３チャン

ネル動作不能の

場合 

 又は 

  原子炉建屋内水

素濃度監視設備

がすべて動作不

能の場合 

Ｂ１．当直長は格納容器内水素濃度監視 

装置が動作可能であることを確認 

する。 

及び 

Ｂ２．当直長は，当該設備を動作可能な状態

に復旧する措置を開始する。 

速やかに 

 

 

 

３日間 

Ｃ.条件Ａ又はＢの

措置を完了時間

内に達成できな

い場合 

Ｃ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｃ２．当直長は，冷温停止にする 

２４時間 

 

３６時間 

冷温停止 

 燃料交換※２ 

Ａ．動作可能な原子炉

建屋内水素濃度

監視設備が所要

数を満足してい

ない場合 

Ａ１．当直長は，当該設備を動作可能な状 

態に復旧する措置を開始する。 

速やかに 

※２：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 
（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

 

器との差異の有無等の確認）を行う。 
頻度については、設計基準事故対処設備のサーベランス頻度に合わせるものとし，１

ヶ月に１回とする。 
 
⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 
原子炉建屋内水素濃度監視設備は，１Ｎ要求設備であるため，動作可能な個数が所要数未

満となった場合を条件として設定する。 
 
⑨ 要求される措置を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 
当該設備は「６６－１３－１ 主要パラメータ及び代替パラメータ」に設定されている設

備であり，主要パラメータに原子炉建屋内水素濃度監視設備，代替パラメータに静的触媒

式水素再結合器動作監視装置が設定されているため、「６６－１３－１ 主要パラメータ

及び代替パラメータ」と同様の設定としている。 
 
【運転，起動及び高温停止】 
Ａ１．１．当該パラメータを計測する計器が動作不能となった場合は，主要パラメータの

他チャンネルが動作可能であることを“速やかに”確認する。（添付－３） 
 
Ａ１．２．当該パラメータを計測する計器が動作不能となった場合は，代替パラメータで

ある静的触媒式水素再結合器動作監視装置が動作可能であることを“速やか

に”確認する。（添付－３） 
 
Ａ２．当該計器を動作可能な状態に復旧する。完了時間は，「６６－１３－１ 主要パラ

メータ及び代替パラメータ」と同様の設定とし，当該設備の他チャンネルが動作可

能であること又は代替パラメータとして設定されている静的触媒式水素再結合器

動作監視装置が動作可能であることを確認することで重大事故等対処設備のＡＯ

Ｔ上限である「３０日間」とする。 
 
Ｂ１．原子炉建屋燃料取替床の水素濃度監視設備は３チャンネル設置されるが，そのすべ

てのチャンネルが動作不能の場合又は原子炉建屋内水素濃度監視設備８チャンネル

すべてが共通要因等により同時に動作不能となった場合は，「炉心の著しい損傷が発

生した場合において，水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する」ことの前段

階である原子炉格納容器内の水素濃度を監視する観点で最も実効的な格納容器内水

素濃度監視装置を確認対象として選定することとし，動作可能であることを“速や

かに”確認する。 
 
Ｂ２．当該機能を動作可能な状態に復旧する。完了時間は，「６６－１３－１ 主要パラ

メータ及び代替パラメータ」と同様の設定とし，監視機能が全喪失となることから

「３日間」とする。 
 
Ｃ１．，Ｃ２．既保安規定と同様の設定とする。 
 

【冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。（１）原子

炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）原子炉内

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
コメントＮｏ．１４８ 
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から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）】 
Ａ１．当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

表６６－９ 使用済燃料プールの冷却等のための設備 

 

６６－９－１ 燃料プール代替注水系 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

燃料プール代替注水系 
可搬型スプレイヘッダ及び常設スプレイヘッダを使用した燃料

プール代替注水系が動作可能であること※１ 

 

適用される 

原子炉の状態 ④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

使用済燃料プー

ルに照射された

燃料を貯蔵して

いる期間 

可搬型スプレイヘッダ １個 

常設スプレイヘッダ １個 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－１級） １台 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） ※２ 

燃料補給設備 ※３ 

※１：動作可能とは，当該系統に期待されている機能を達成するための可搬型スプレイヘッ

ダ及び常設スプレイヘッダまでの配管，サイフォンブレーク孔，系統構成に必要な手

動弁及び接続口を含む。 
※２：「６６－１９－１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）」において運転上の制限等を定

める。 
※３：「６６－１２－７ 燃料補給設備」において運転上の制限等を定める。  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十四条（１．１１） 
  また，技術的能力審査基準１．１３の手順で使用する。 
 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 
 
③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，燃料プール代替注水系が動作可
能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
  
 ・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十四条（１．１１） 
１．「使用済燃料プールの冷却等のための設備（手順等）」として，使用済燃料プールの冷

却機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃料プールからの水の漏えいその他の要

因により使用済燃料プールの水位が低下した場合において当該使用済燃料プール内

の燃料体又は使用済燃料を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するために必要

な設備を設ける（手順等を定める）こと。 
２．「使用済燃料プールの冷却等のための設備(手順等)」として，使用済燃料プールからの
大量の漏えいその他の原因により使用済燃料プールの水位が異常に低下した場合に

おいて，使用済燃料プール内の燃料集合体の損傷の進行緩和，及び臨界を防止するた

めに必要な設備を設ける(手順等を定める)こと。 
なお，漏えい抑制に必要なサイフォンブレーク孔を含む。 

 
・技術的能力審査基準１．１３ 
「重大事故等の収束に必要となる水の供給設備(手順等)」として，設計基準事故の収
束に必要な水源とは別に，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水

源を確保することに加えて，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対し

て重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給するために必要な手順等を定

めること。 
 

④ 燃料プール代替注水系は，使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失し，又は使用
済燃料プールからの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料プールの水位が低下

した場合において当該プール内の燃料等を冷却し，放射線を遮断し，及び臨界を防止する

ため，また使用済燃料プールからの大量の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃

料プールの水位が異常に低下した場合においても，プール内の燃料等の著しい損傷の進

行を緩和し，及び臨界を防止するために必要な設備であり，使用済燃料プールに照射され

た燃料を貯蔵している期間は待機が要求されるため，適用される原子炉の状態は「使用済

燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間」とする。（保安規定変更に係る基本方

針４．３（１）） 
 
⑤ ②に含まれる設備 
 
⑥ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－１級）は，可搬型重大事故等対処設備であるが１台で使用済
燃料プールの冷却が可能であるため，２Ｎ要求設備ではない。必要な注水流量及びスプレ

イ量を有するため，１台を所要数とする。 
可搬型スプレイヘッダは，可搬型重大事故等対処設備であるが，屋内に敷設する設備に該

当するため１Ｎ要求設備であり，１個を所要数とする。 
  常設スプレイヘッダは１Ｎ要求設備であることから，１個を所要数とする。（保安規定変

 
 
 
 
. 
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（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．可搬型代替注水ポンプ（Ａ－１級）及び可搬型代替注水ポ

ンプ（Ａ－２級）を起動し，可搬型代替注水ポンプ（Ａ－

１級）の流量が　  　ｍ３／ｈ以上で，吐出圧力が

MPa[gage]以上であることを確認する。 

１年に１回 タービンＧＭ 

２．可搬型代替注水ポンプ（Ａ－１級）及び可搬型代替注水ポ

ンプ（Ａ－２級）を起動し，可搬型代替注水ポンプ（Ａ－

１級）が動作可能であることを確認する。 

３ヶ月に１回 
モバイル 

設備管理ＧＭ 

３．可搬型スプレイヘッダが使用可能であることを外観点検に

より確認する。 
３ヶ月に１回 発電ＧＭ 

４．常設スプレイヘッダが使用可能であることを外観点検によ

り確認する。 
１ヶ月に１回 当直長 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

更に係る基本方針４．３（１），添付－３） 
 
⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針
４．２） 

 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 
項目１が該当。 
「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度

の考え方に基づき１年に１回，性能確認を実施する。確認する吐出圧力及び流量は，

工事計画認可申請書の記載に基づき以下の値を設定する。（添付－３） 
 
可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）は，他表にて運転上の制限等を定めており，確認

事項及び要求される措置についても他表にて記載しているが，可搬型代替注水ポン

プ（Ａ－１級）は可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）との組合せにより性能確認を実

施する。 
 
○可搬型代替注水ポンプ（Ａ－１級） 
［流量］ 
必要流量が最大となる常設スプレイヘッダを使用した使用済燃料プールへスプレイ

時の「　　　ｍ３／ｈ」以上とする。 
［吐出圧力］ 
上記スプレイ時の必要吐出圧力として「　　　　MPa[gage]」以上とする。 

 
＜参考＞可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が下記の性能を満足していることの確認行為は，

「６６－１９－１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）」に記載する。 
 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を重大事故等時において，可搬型スプレイヘッダ

又は常設スプレイヘッダを用いた使用済燃料貯蔵プールへの注水に使用する場合の容

量及び吐出圧力を以下に示す。 
【必要容量】 

（可搬型スプレイヘッダ又は常設スプレイヘッダ使用時）使用済燃料貯蔵プールにお

ける燃料損傷防止対策の有効性評価解析（設置変更許可申請書添付十）の想定事故１

及び想定事故２において有効性が確認されている使用済燃料貯蔵プールへの注水量が

約４５ｍ３／ｈであることから４５ｍ３／ｈ以上とする。 

【吐出圧力】 
（可搬型スプレイヘッダ使用時）必要吐出圧力が最大となる原子炉建屋機器搬出入口

を使用する場合の静水頭，ホース直接敷設の圧損等を基に０．７４ＭＰａ以上とする。 
（常設スプレイヘッダ使用時）必要吐出圧力が最大となる使用済燃料貯蔵プール接続

口（東）を使用する場合の静水頭，ホース直接敷設の圧損等を基に０．３８ＭＰａ以

上とする。 
 
可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を重大事故等時において，可搬型スプレイヘッダ

又は常設スプレイヘッダを用いた使用済燃料貯蔵プールへのスプレイに使用する場合

の容量及び吐出圧力を以下に示す。 
【必要容量】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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（３）要求される措置 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

Ａ．常設スプレイ

ヘッダが動作

不能の場合 

Ａ１．当直長は，当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を

開始する。 

及び 

Ａ２．当直長は，使用済燃料プールの水位がオーバーフロー水

位付近にあること及び水温が６５℃以下であることを

確認する。 

及び 

Ａ３．当直長は，当該機能と同等な機能を持つ重大事故等対  

処設備※４が動作可能であることを管理的手段により

確認する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 
 
 
 
 
 

（可搬型スプレイヘッダ使用時）蒸散量を上回ることが確認されているスプレイ量を満足

する値として，４８ｍ３／ｈ以上とする。 
（常設スプレイヘッダ使用時）蒸散量を上回ることが確認されているスプレイ量を満足す

る値として，　　　ｍ３／ｈ以上とする。 

【吐出圧力】 
（可搬型スプレイヘッダ使用時）必要吐出圧力が最大となる原子炉建屋機器搬出入口

を使用する場合の静水頭，ホース直接敷設の圧損等を基に１．３１ＭＰａ以上とする。 
（常設スプレイヘッダ使用時）静水頭，ホース直接敷設の圧損等を基に１．２９ＭＰ

ａ以上とする。 
 
ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 
項目２，３，４が該当。 
「保安規定変更に係る基本方針」の重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方

に基づき常設設備は１ヶ月に１回，可搬型設備は３ヶ月に１回，動作可能であること

を確認する。 
 

可搬型スプレイヘッダ及び常設スプレイヘッダについては，外観点検でつまり等がないこと

を確認し，必要な機能を満足していることを確認する。 

 

 
⑧ 運転上の制限を満足しない条件を記載する。 
要求される措置の内容を踏まえ，各設備が動作不能又は所要数を満足していない場合を

条件として設定する。  
 
⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 
Ａ１．当該設備を動作可能な状態へ復旧する措置を“速やかに”開始する。 
 
Ａ２．使用済燃料プールの水位及び温度の確認を“速やかに”行うことにより，使用済燃

料プールに異常がないことを確認する。 
 
Ａ３．当該系統と同等の機能をもつ重大事故等対処設備が動作可能であることを“速や

かに”確認する。常設スプレイヘッダが所要数を満足していない場合は，同等の機

能を有する可搬型スプレイヘッダを確認する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
コメントＮｏ．１５１ 
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条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

Ｂ．可搬型スプレ

イヘッダが動

作不能の場合 

Ｂ１．当直長は，当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を

開始する。 

及び 

Ｂ２．当直長は，使用済燃料プールの水位がオーバーフロー水

位付近にあること及び水温が６５℃以下であることを

確認する。 

及び 

Ｂ３．当直長は，当該機能と同等な機能を持つ重大事故等対

処設備※５が動作可能であることを管理的手段により確

認する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

Ｃ．動作可能な可搬

型代替注水ポ

ンプ（Ａ－１

級）が所要数を

満足していな

い場合 

 

Ｃ１．当直長は，当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を

開始する。 

及び 

Ｃ２．当直長は，使用済燃料プールの水位がオーバーフロー水

位付近にあること及び水温が６５℃以下であることを

確認する。 

及び 

Ｃ３．当直長は，代替措置※６を検討し，原子炉主任技術者

の確認を得て実施する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

Ｄ．可搬型スプレイ

ヘッダ及び常

設スプレイヘ

ッダが動作不

能の場合 

又は 

燃料プール代

替注水系が動

作不能の場合 

Ｄ１．当直長は，当該系統を動作可能な状態に復旧する措置を

開始する。 

及び 

Ｄ２．当直長は，使用済燃料プールの水位がオーバーフロー水

位付近にあること及び水温が６５℃以下であることを

確認する。 

及び 

Ｄ３．当直長は，使用済燃料プールの水位を維持するため

の注水手段※７が確保されていることを確認する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

※４：可搬型スプレイヘッダをいう。 
※５：常設スプレイヘッダをいう。 
※６：代替品の補充等をいう。 

※７：消火系による注水をいう。 

 
Ｂ１．当該設備を動作可能な状態へ復旧する措置を“速やかに”開始する。 
 
Ｂ２．使用済燃料プールの水位及び温度の確認を“速やかに”行うことにより，使用済燃

料プールに異常がないことを確認する。 
 
Ｂ３．当該系統と同等の機能をもつ重大事故等対処設備が動作可能であることを“速やか

に”確認する。可搬型スプレイヘッダが所要数を満足していない場合は，同等の機

能を有する常設スプレイヘッダを確認する。常設スプレイヘッダについては，可搬

型スプレイヘッダに対して基準要求を満足することはできないが，同等な機能を有

する設備として整理する。（添付－２） 
 
 
Ｃ１．当該設備を動作可能な状態へ復旧する措置を“速やかに”開始する。 
 
Ｃ２．使用済燃料プールの水位及び温度の確認を“速やかに”行うことにより，使用済燃

料プールに異常がないことを確認する。 
 
Ｃ３．当該設備の機能を補完する代替措置（可搬型ポンプの補充等）を検討し，原子炉主

任技術者の確認を得て“速やかに”実施する。 
 
 
Ｄ１．当該系統を動作可能な状態へ復旧する措置を“速やかに”開始する。 
 
Ｄ２．使用済燃料プールの水位及び温度の確認を“速やかに”行うことにより，使用済燃

料プールに異常がないことを確認する。 
 
Ｄ３．重大事故等対処設備として使用済燃料プールへの注水・スプレイ機能が喪失した状

態であることから，代替の注水手段として，消火系による注水が確保されているこ

とを“速やかに”確認する。 
 
【必要容量】 
・燃料プール代替注水系は「　　　ｍ３／ｈ」以上の注水量を有する。 
・技術的能力では小規模な漏えい発生時のみ消火系を自主対策設備としているが，消火

系のディーゼル駆動消火ポンプは可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）と同等の流量を

有していることから代替の注水手段として設定している。（添付－２） 
  
【準備時間】 
・消火系による原子炉注水は，低圧代替注水系（可搬型）よりも短時間で準備できるこ

とから，時間短縮の補完措置は不要。（添付－２） 
 

 
コメントＮｏ．１５１ 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

６６－１１－３ 海水移送設備 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

海水移送設備 海水移送設備２系列※１が動作可能であること 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換 

大容量送水車（海水取水用） １台×２※２ 

燃料補給設備 ※３ 

※１：１系列とは，大容量送水車（海水取水用）１台及び必要なホースをいう。 
※２：大容量送水車（海水取水用）は，荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所に分散

配置されていること。 
※３：「６６－１２－７ 燃料補給設備」において運転上の制限等を定める。 
 

 

 

（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．大容量送水車（海水取水用）を起動し，流量が

ｍ３／ｈ以上で，吐出圧力が　　　　MPa[gage]以上で

あることを確認する。 

１年に１回 原子炉ＧＭ 

２．大容量送水車（海水取水用）を起動し，動作可能であ

ることを確認する。 
３ヶ月に１回 

モバイル 

設備管理ＧＭ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十六条（１．１３）が該当する。 

 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 
③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，可搬型重大事故等対処設備であ
る海水移送設備２系列が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係

る基本方針４．３（１）） 
 
・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十六条（１．１３） 
「重大事故等の収束に必要となる水の供給設備(手順等)」として設計基準事故の収束に
必要な水源とは別に，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を確保することに

加えて，設計基準事故及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要とな

る十分な量の水を供給するために，必要な設備を設ける（手順等を定める）こと。 
   
④ 海水移送設備については，重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十
分な量の水を供給するために必要な設備であり，重大事故等が発生する可能性のある原子

炉の状態において待機が必要な設備であることから，適用される原子炉の状態は「運転，起

動，高温停止，冷温停止及び燃料交換」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
  
⑤ ②に含まれる設備 

 
⑥ 大容量送水車（海水取水用）は，可搬型重大事故等対処設備のうち可搬型代替注水設備（原
子炉建屋の外から水を供給するもの）であり２Ｎ要求設備である。重大事故等の収束に必要

となる十分な量の水の供給に必要となる台数１セット１台として，２セット２台を所要数

とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１），添付－２） 
 
⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．
２） 
 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 
項目１が該当。 
「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度の

考え方に基づき１年に１回，性能確認を実施する。 
確認する吐出圧力及び流量は，工事計画認可申請書の記載に基づき設定する。 
（添付－２） 

 
ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 
項目２が該当。 
「保安規定変更に係る基本方針」の重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方

に基づき可搬型設備は３ヶ月に１回，動作可能であることを確認する。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ａ．動作可能な海水

移送設備が２

系列未満１系

列以上の場合 

 

 

Ａ１．当直長は，残りの海水移送設備が動

作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ２．当直長は，サプレッション・チェン

バ水位が第４６条を満足している

ことを確認する。 

及び 

Ａ３．当直長は，復水貯蔵槽水位が表６６

－１１－１の所要水位以上である

ことを確認する。 

及び 

Ａ４．当直長は，代替措置※４を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て実

施する。 

及び 

Ａ５．当直長は，当該系統を動作可能な状

態に復旧する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

１０日間 

 

 

 

３０日間 

 

Ｂ．動作可能な海水

移送設備が１

系列未満の場

合 

Ｂ１．当直長は，サプレッション・チェン

バ水位が第４６条を満足している

ことを確認する。 

及び 

Ｂ２．当直長は，復水貯蔵槽水位が表６６

－１１－１の所要水位以上である

ことを確認する。 

及び 

Ｂ３．当直長は，代替措置※４を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て実

施する。 

及び 

Ｂ４．当直長は，当該系統を動作可能な状

態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

 
 
 

⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 
海水移送設備は，２Ｎ要求設備であるため，原子炉の状態が運転，起動，高温停止におい

ては，動作可能な系列数が２Ｎ未満（１Ｎ以上）となった場合と１Ｎ未満となった場合を

条件として記載する。 
原子炉の状態が冷温停止及び燃料交換においては，２Ｎ未満（１Ｎ以上）と１Ｎ未満とで

要求される措置が同様となるため，２Ｎ未満となった場合を条件として記載する。 
 
⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 

 
【運転，起動及び高温停止】 
Ａ１．動作可能な海水移送設備が２系列未満１系列以上となった場合には，残りの海水移送

設備が動作可能であることを確認する。動作確認の結果，動作可能な海水移送設備

が１系列以上の場合には，条件Ａで要求される措置を継続して実施し，１系列未満

の場合には条件Ｂへ移行し，条件Ｂで要求される措置を実施する。なお，完了時間

は“速やかに”とする。 
 
Ａ２．，Ａ３．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対

処設備が動作可能であることを速やかに確認する。対象となる設備は「設置変更許

可申請書（添付書類十）」技術的能力で整理した“機能喪失を想定する設計基準事

故対処設備”であるサプレッション・チェンバ及び復水貯蔵槽が該当し，保安規定第４

６条（サプレッションプールの水位）及び６６－１１－１（重大事故等収束のための水源）

に定める水位を満足していることを確認する。 

 

Ａ４．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する代替措置を検討し，原子炉

主任技術者の確認を得て実施する。完了時間は設計基準事故対処設備が動作可能

である場合のＡＯＴ上限（２Ｎ未満（１Ｎ以上））である「１０日間」とする。 
 
代替措置は代替品の補充（可搬型ポンプの補充等）又は淡水貯水池からの移送が可

能であることの確認をいう。なお，淡水貯水池からの移送が可能であることとは，

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）又はあらかじめ敷設してあるホースを使用した

自重による淡水の移送ができることをいう。淡水貯水池からの移送については，海

からの移送よりも短時間で準備可能であることから時間短縮の補完措置は不要で

ある。（添付－３） 
 
淡水貯水池からの移送 
・淡水貯水池を水源とした移送（準備時間約２２５分） 
・淡水貯水池を水源とした復水貯蔵槽への補給（準備時間約２３５分） 
・淡水貯水池から防火水槽への補給（準備時間約８５分） 
 
海からの移送 
・海を水源とした移送（準備時間約３１５分） 
・海を水源とした復水貯蔵槽への補給（準備時間約３２５分） 
・防火水槽への海水補給（準備時間約２９０分） 

 
Ａ５．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は代替措置を実施した場合のＡＯ

Ｔ上限（２Ｎ未満（１Ｎ以上））の「３０日間」とする。 

 
 
 
コメントＮｏ．１５２ 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
 
 
 
 
 
適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ｃ．条件Ａ又はＢで

要求される措置

を完了時間内に

達成できない場

合 

Ｃ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｃ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

冷温停止 

燃料交換 

Ａ．動作可能な海水

移送設備が２

系列未満の場

合 

Ａ１．原子炉ＧＭは，当該系統を動作可能な

状態に復旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ２．当直長は，復水貯蔵槽水位が５．５

ｍ以上となるように補給する又は

５．５ｍ以上であることを確認す

る。 

及び 

Ａ３．当直長は，代替措置※４を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て実

施する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

速やかに 

※４：代替品の補充又は淡水貯水池からの移送が可能であることの確認等をいう。 

 
Ｂ１．，Ｂ２． Ａ１．，Ａ２．と同様，対応する設計基準事．故対処設備を確認する。 
 
Ｂ３． Ａ３．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「３日間」とする。 
 
Ｂ４． Ａ４．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「１０日間」とする。 
 
 
 
 
 
Ｃ１．，Ｃ２． 既保安規定と同様の設定とする。 

 
 
 
 
 
 
【冷温停止及び燃料交換】 
Ａ１．当該系統を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 
 
Ａ２．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ２．と同様の考え方であるが，補給又は確認す

る水位は，原子炉停止中の有効性評価「全交流動力電源喪失」において，復水貯蔵

槽への補給に期待しなくても注水に使用している復水移送ポンプが停止することが

ない水位である５．５ｍ以上とする。復水貯蔵槽への補給については，純水補給水

系，可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級），大容量送水車（海水取水用）等の補給可能

設備にて実施する。 
完了時間は冷温停止及び燃料交換であることから，“速やかに”とする。 

 
Ａ３．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ３．と同様。ただし，冷温停止及び燃料交換で

あることから，完了時間は“速やかに”とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

表６６－１２ 電源設備 

 

６６－１２－１ 常設代替交流電源設備 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

常設代替交流電源設備 常設代替交流電源設備による電源系が動作可能であること※１ 

 

適用される 

原子炉の状態④ 
設 備 ⑤ 所要数⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換 

第一ガスタービン発電機 １台 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク １基 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ １台 

タンクローリ（１６ｋＬ） ※２ 

軽油タンク ※２ 

※１：燃料移送系の必要な弁並びに配管を含む。 
※２：「６６－１２－７ 燃料補給設備」において運転上の制限等を定める。 

 
（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．第一ガスタービン発電機を起動し，運転状態（電圧等），

に異常のないことを確認する。 
定検停止時 電気機器ＧＭ 

２．第一ガスタービン発電機を起動し，動作可能であること

を確認する。 
１ヶ月に１回 当直長 

３．第一ガスタービン発電機用燃料タンクの油量が２０ｋＬ

以上であることを確認する。ただし，第一ガスタービ

ン発電機の運転中及び運転終了後１２時間を除く。 

１ヶ月に１回 当直長 

４．第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプを起動し，動

作可能であることを確認する。 
１ヶ月に１回 当直長 

 
 
 

 
① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十七条（１．１４）が該当する。 
 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 
 
③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，常設重大事故等対処設備である常設代
替交流電源による電源系が動作可能であることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係る基

本方針４．３（１）） 
 
・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十七条（１．１４） 
「電源設備（手順等）」では，電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において

炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷及

び運転停止中における原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保す

るために必要な設備を設置する（手順を定める）こと。 
 
④ 常設代替交流電源設備による電源系は，非常用電源が喪失した場合に重大事故等の防止・緩和
に必要な設備に対し給電を行うために必要な設備であり，原子炉内に燃料が装荷されている期

間及び使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間を機能維持期間として適用する

必要があることから，適用される原子炉の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料

交換」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
⑤ ②に含まれる設備 

 
⑥ 第一ガスタービン発電機は，想定される重大事故等時において，必要な電力を確保するため，
１台を所要数とする。 
第一ガスタービン発電用燃料タンクは，想定される重大事故等時において，タンクローリ（１

６ｋＬ）で燃料を補給するまでの間，第一ガスタービン発電機に燃料を補給可能な容量として， 
１基（２０ｋＬ以上の燃料油が貯蔵されていること）を所要数とする。 
第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，想定される重大事故等時において，第一ガスタ

ービン発電機の運転に必要な燃料を補給するため１台を所要数とする。 
（保安規定変更に係る基本方針４．３（１），添付－２） 

 
⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．２） 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 
項目１が該当。 
  定検停止時の点検に合わせ，性能確認を実施する。 
 
ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 
項目２，３，４が該当。 
「保安規定変更に係る基本方針」の重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方に基づ

き常設設備は１ヶ月に１回，動作可能であることを確認する。 
なお，３．第一ガスタービン発電機用燃料タンクの油量が２０ｋＬ以上であることの確認に

ついては，第一ガスタービン発電機の確認行為を阻害しないため，運転中及び運転終了後１

２時間のＬＣＯ除外期間を設ける。除外期間については，軽油タンクからタンクローリを用

いて燃料補給を開始するまでの１２時間を考慮した設定とする。（添付－２） 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ａ．常設代替交流

電源設備によ

る電源系が動

作不能の場合 

Ａ１．１．当直長は，非常用ディーゼル発電

機１台を起動し，動作可能である

ことを確認するとともに，その他

の設備※３が動作可能であるこ

と。 

及び 

Ａ１．２．当直長は，当該機能と同等な機能

を持つ重大事故等対処設備※４が

動作可能であることを確認する。 

及び 

Ａ１．３．当直長は，当該系統を動作可能な

状態に復旧する。 

又は 

Ａ２．１．当直長は，非常用ディーゼル発電

機１台を起動し，動作可能である

ことを確認するとともに，その他

の設備※３が動作可能であること。 

及び 

Ａ２．２．当直長は，当該機能を補完する自

主対策設備※５が動作可能である

ことを確認する。 

及び 

Ａ２．３．当直長は，当該系統を動作可能な

状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

Ｂ．条件Ａで要求さ

れる措置を完了

時間内に達成で

きない場合 

Ｂ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｂ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
⑧ 運転上の制限を満足していない場合の条件を記載する。 
各設備が所要数を満足していない場合，常設代替交流電源設備による電源系を動作不能とみな

す。なお，燃料タンクについては油量により管理する。 
 
⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 
【運転，起動及び高温停止】 
Ａ１．１．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設備が

動作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」

の技術的能力で整理した“機能喪失を想定する設計基準事故対処設備”である非常用デ

ィーゼル発電機が該当し，完了時間は“速やかに”とする。 
 
Ａ１．２．動作不能となった重大事故等対処設備と同等な機能をもつ重大事故等対処設備が動

作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」

の技術的能力で整理した号炉間電力融通ケーブルを使用したＭ／Ｃ（Ｃ）系又はＭ／Ｃ

（Ｄ）系の受電が該当し，完了時間は対応する設計基準事故対処設備が動作可能である

場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）である「３日間」とする。 
 
【必要容量】 
６号炉からの電力融通に期待する場合，６号炉の非常用ディーゼル発電機は１基あたり５０

００ｋＷであり，第一ガスタービン発電機よりも大容量であるため，必要容量を満足する。 
 
【準備時間】 
常設代替交流電源設備による受電まで約５０分であるのに対して，号炉間電力融通電気設備

（常設ケーブル）による受電は約１１５分かかることから，事前準備等の時間短縮措置を行

い，５０分以内に受電できる体制を整える。（添付－３） 
 
Ａ１．３．当該系統を動作可能な状態に復旧する。なお，Ａ１．２．の措置である号炉間電力融

通ケーブルを使用したＭ／Ｃ（Ｃ）系又はＭ／Ｃ（Ｄ）系の受電は，６号炉側の電路が

自主対策設備であることから復旧までの完了時間は１０日間とする。 
 
Ａ２．１． Ａ１．１．と同様。 
 
Ａ２．２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する自主対策設備が動作可能で

あることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書類十）」技術的能

力で整理した「第二代替交流電源設備（第二ガスタービン発電機）」が該当し，完了時間

は対応する設計基準事故対処設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（１Ｎ未満）であ

る「３日間」とする。 
 
【必要容量】 
第二ガスタービン発電機については，第一ガスタービン発電機と同等の性能仕様であるため，

必要容量を満足する。（添付－３） 
 
【準備時間】 
常設代替交流電源設備による受電まで約５０分であるのに対して，第二代替交流電源設備に
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
 
適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

冷温停止 

燃料交換 

Ａ．常設代替交流電

源設備による電

源系が動作不能

の場合 

Ａ１．当直長は，当該系統を動作可能な状態

に復旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ２.当直長は，非常用ディーゼル発電機

１台を起動し，動作可能であること

を確認する。 

及び 

Ａ３．１．当直長は，当該機能と同等な機能

を持つ重大事故等対処設備※４が

動作可能であることを確認する。 

又は 

Ａ３．２．当直長は，当該機能を補完する 

自主対策設備※５が動作可能で

あることを確認する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

※３：残りの非常用ディーゼル発電機２台をいい，至近の記録等により動作可能であるこ

とを確認する。 

※４：号炉間電力融通ケーブルを使用したＭ／Ｃ（Ｃ）系又はＭ／Ｃ（Ｄ）系の受電をい

い，当該系統で要求される準備時間を満足させるためにケーブルを接続する等の補

完措置を含む。なお，６号炉側の電路が自主対策設備であることから，号炉間電力

融通ケーブルを使用した場合の復旧までの完了時間は１０日間となる。 

 

※５：第二代替交流電源設備（第二ガスタービン発電機）をいい，当該系統で要求される

準備時間を満足させるための補完措置を含む。 

よる受電は約８０分かかることから，事前準備等の時間短縮措置を行い，５０分以内に受電

できる体制を整える。（添付－３） 
 
 
 
 
Ａ２．３．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は補完する自主対策設備が動作可 
能であることを確認した場合のＡＯＴ上限の「１０日間」とする。 

 
Ｂ１．，Ｂ２．既保安規定と同様の設定とする。 
 
【冷温停止及び燃料交換】 
Ａ１．当該系統を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 
 
Ａ２．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ１．１．と同様。ただし，冷温停止及び燃料交換

であることから，完了時間は“速やかに”とし，確認台数については１台とする。 
 
Ａ３．１．【運転，起動及び高温停止】のＡ１．２．と同様。ただし，冷温停止及び燃料交換で

あることから，完了時間は “速やかに”とする。 
 
Ａ３．２．【運転，起動及び高温停止】のＡ２．２．と同様。ただし，冷温停止及び燃料交換で

あることから，完了時間は “速やかに”とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

６６－１２－２ 可搬型代替交流電源設備 ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

可搬型代替交流電源設備 
可搬型代替交流電源設備による電源系２系列※１が動作可能

であること※２ 

 

適用される 

原子炉の状態 ④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換 

電源車 ２台×２※３ 

タンクローリ（４ｋＬ） ※４ 

軽油タンク ※４ 

※１：１系列とは，電源車２台をいう。 

※２：動作可能とは，緊急用電源切替箱接続装置，動力変圧器Ｃ系，ＡＭ用動力変圧器及び

代替原子炉補機冷却系に接続できることを含む。 

※３：電源車は，荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所に分散配置されていること。 

※４：「６６－１２－７ 燃料補給設備」において運転上の制限を定める。  
 
（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．電源車を起動し，運転状態（電圧等）に異常のない

ことを確認する。 
２年に１回 電気機器ＧＭ 

２．電源車を起動し，動作可能であることを確認する。 ３ヶ月に１回 
モバイル 

設備管理ＧＭ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十七条（１．１４）が該当する。 

 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 
③ 以下の条文要求が運転段階においても維持できるよう，可搬型重大事故等対処設備である可
搬型代替交流電源設備による電源系２系列が動作可能であることを運転上の制限とする。（保

安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
・設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十七条（１．１４） 
「電源設備（手順等）」では，電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合におい

て炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷

及び運転停止中における原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確

保するために必要な設備を設置する（手順を定める）こと。 
 
④ 可搬型代替交流電源設備による電源系は，非常用電源が喪失した場合に重大事故等の防止・緩
和に必要な設備に対し給電を行うために必要な設備であり，原子炉内に燃料が装荷されてい

る期間及び使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間を機能維持期間として適

用する必要があることから，適用される原子炉の状態は「運転，起動，高温停止，冷温停止及

び燃料交換」とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 
 
⑤ ②に含まれる設備 

 
⑥ 電源車は，可搬型重大事故等対処設備のうち可搬型代替電源設備（原子炉建屋の外から電気を
供給するもの）であり２Ｎ要求設備に該当する。想定される重大事故等時において，最低限必

要な設備に電力を供給できる容量を有するもの１セット２台として，２セット４台を所要数

とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１），添付－２） 
 
⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．２） 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 
項目１が該当。 
「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考

え方に基づき２年に１回，性能確認を実施する。 
 
ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 
項目２が該当。 
「保安規定変更に係る基本方針」の重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方に基

づき可搬型設備は３ヶ月に１回，動作可能であることを確認する。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止  

Ａ．動作可能な可搬

型代替交流電源

設備による電源

系が２系列未満

１系列以上の場

合 

Ａ１．１．当直長は，残りの可搬型代替

交流電源設備が動作可能で

あることを確認する。 

及び 

Ａ１．２．当直長は，非常用ディーゼル

発電機１台を起動し，動作可

能であることを確認すると

ともに，その他の設備※５が動

作可能であることを確認す

る。 

及び 

Ａ２．当直長は，代替措置※６を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て

実施する。 

及び 

Ａ３．当直長は，当該系統を動作可能な

状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

 

１０日間 

 

 

 

３０日間 

Ｂ．動作可能な可搬

型代替交流電源

設備による電源

系が１系列未満

の場合 

 

Ｂ１．当直長は，代替原子炉補機冷却系

を動作不能とみなす。 

及び 

Ｂ２．当直長は，非常用ディーゼル発電

機１台を起動し，動作可能である

ことを確認するとともに，その他

の設備※５が動作可能であるこ

と。 

及び   

Ｂ３．当直長は，代替措置※６を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て

実施する。 

及び 

Ｂ４．当直長は，当該系統を動作可能な

状態に復旧する。 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

３日間 

 

 

 

１０日間 

 

 
 
 

 
⑧ 運転上の制限を満足しない場合の条件を記載する。 
可搬型代替交流電源設備による電源系は２Ｎ要求設備であるため，運転，起動及び高温停止に

おいては，動作可能な系統数が２Ｎ未満（１Ｎ以上）となった場合と１Ｎ未満となった場合を

条件として設定する。 
冷温停止及び燃料交換においては，２Ｎ未満（１Ｎ以上）と１Ｎ未満となった場合とで要求さ

れる措置が同じになるため，２Ｎ未満となった場合を条件として設定する。 
  
⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 
【運転，起動及び高温停止】 
Ａ１．１．動作可能な可搬型代替交流電源設備が２系列未満１系列以上となった場合には，残

りの可搬型代替交流電源設備が動作可能であることを確認する。動作確認の結果，

動作可能な可搬型代替交流電源設備が１系列以上の場合には，条件Ａで要求され

る措置を継続して実施し，１系列未満の場合には条件Ｂへ移行し，条件Ｂで要求さ

れる措置を実施する。なお，完了時間は“速やかに”とする。 
 
Ａ１．２．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設備が

動作可能であることを確認する。対象となる設備は「設置変更許可申請書（添付書

類十）」の技術的能力で整理した“機能喪失を想定する設計基準事故対処設備”で

ある非常用ディーゼル発電機が該当し，完了時間は“速やかに”とする。 
 
Ａ２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する代替措置（発電機の補充等）を

検討し，原子炉主任技術者の確認を得て実施する。完了時間は設計基準事故対処設備が

動作可能である場合のＡＯＴ上限（２Ｎ未満（１Ｎ以上））である「１０日間」とする。 
 
Ａ３．当該系統を動作可能な状態に復旧する。完了時間は代替措置を実施した場合のＡＯＴ上

限の「３０日間」とする。 
 
Ｂ１．動作可能な可搬型代替交流電源設備が１系列未満となると，代替原子炉補機冷却系も電

源がなく，機能喪失した状態となることから，代替原子炉補機冷却系を動作不能とみな

し，「６６－５－４（代替原子炉補機冷却系）」の要求される措置を実施する。 
 
Ｂ２． Ａ１．と同様。 

 
Ｂ３． Ａ２．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「３日間」とする。 
 
Ｂ４． Ａ３．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「１０日間」とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
 
適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止 

Ｃ．条件Ａ又はＢで要

求される措置を

完了時間内に達

成できない場合 

Ｃ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｃ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

冷温停止 

燃料交換 

Ａ．動作可能な可搬

型代替交流電源

設備による電源

系が２系列未満

の場合 

Ａ１．当直長は，当該系統を動作可能な状

態に復旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ２.当直長は，非常用ディーゼル発電

機１台を起動し，動作可能である

ことを確認する。 

及び 

Ａ３．当直長は，代替措置※６を検討し，

原子炉主任技術者の確認を得て

実施する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

※５：残りの非常用ディーゼル発電機２台をいい，至近の記録等により動作可能であること

を確認する。 
※６：代替品の補充等。 

 
 
 
 
 
 
 
 
Ｃ１．，Ｃ２．既保安規定と同様の設定とする。 

 
 
 
【冷温停止及び燃料交換】 
Ａ１．当該系統を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 
 
Ａ２．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ１．と同様。ただし，冷温停止及び燃料交換で

あることから，確認台数については１台とする。 
 
Ａ３．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ２．と同様。ただし，冷温停止及び燃料交換で

あることから，完了時間は“速やかに”とする。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 

表６６－１９ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） 

 

６６－１９－１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） ① 

 

（１）運転上の制限 

項 目 ② 運転上の制限 ③ 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ

－２級） 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が動作可能であ

ること※１ 

 

適用される 

原子炉の状態 ④ 
設 備 ⑤ 所要数 ⑥ 

運  転 

起  動 

高温停止 

冷温停止 

燃料交換※２ 

使用済燃料プールに照射された

燃料を貯蔵している期間 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） ８台※３ 

※１：動作可能とは，可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）及びホースにより送水できること

をいう。 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を使用する各系統の必要数は以下のとおり。 

・６６－４－２ 低圧代替注水系（可搬型）４台×２ 

・６６－５－１ 格納容器圧力逃がし装置 ４台 

・６６－６－２ 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）４台×２ 

・６６－７－２ 格納容器下部注水系（可搬型）４台×２ 

・６６－９－１ 燃料プール代替注水系 ４台×２ 

・６６－１１－２ 復水貯蔵槽への移送設備 ４台×２ 

※２：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 
（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

※３：可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）は，荒浜側高台保管場所，大湊側高台保管場所及

び５号炉東側第二保管場所に分散配置されていること。 

 
 
 
 
 
 
 

 
① 設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十七条（１．４） 
設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十八条（１．５） 
設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第四十九条（１．６） 
設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十条 （１．７） 
設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十一条（１．８） 
設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十四条（１．１１） 
設置許可基準規則（技術的能力審査基準）第五十六条（１．１３） 
が該当する。 
 
可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）は，重大事故等対処設備として下記機能の対応手段にて使

用し，保安規定第６６条の各表にて可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を使用した各系統が動

作可能であることを運転上の制限としている。 

ａ．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

６６－４－２ 低圧代替注水系（可搬型） 

  ｂ．最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

６６－５－１ 格納容器圧力逃がし装置 
ｃ．原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
６６－６－２ 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 

  ｄ．原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 
６６－７－２ 格納容器下部注水系（可搬型） 

ｅ．使用済燃料プールの冷却等のための設備 
６６－９－１ 燃料プール代替注水系 
ｆ．重大事故等の収束に必要となる水の供給設備 
 ６６－１１－２ 復水貯蔵槽への移送設備 
 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数については，各手段で兼用した台数としているこ

とから，本表にて可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の確認事項及び可搬型代替注水ポンプ

（Ａ－２級）が動作不能な場合に要求される措置を一括して整理する。 
 
② 運転上の制限の対象となる系統・機器（添付－１） 

 
③ 可搬型重大事故等対処設備である可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が動作可能であ
ることを運転上の制限とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１）） 

 
④ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の機能が要求されている，保安規定第６６条各表の下記適
用モードより，「運転，起動，高温停止，冷温停止，燃料交換（原子炉が次に示す状態となっ

た場合は適用しない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開

の場合又は（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）」と「使用

済燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間」にて対応する設備が異なることから要

求される措置にてそれぞれ動作不能とみなす設備を定める。（保安規定変更に係る基本方針４．

３（１）） 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）確認事項 

項 目 ⑦ 頻 度 担 当 

１．可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の以下の性能確認を

実施し，以下の３項目を全て満足することを確認する。 

（１）吐出圧力が１．２９MPa[gage]以上，流量が１４７

ｍ３／ｈ／台以上。 

（２）吐出圧力が１．６３MPa[gage]以上，流量が１２０

ｍ３／ｈ／台以上。 

（３）吐出圧力が１．６７MPa[gage]以上，流量が９０ｍ３

／ｈ／台以上。 

１年に１回 タービンＧＭ 

２．可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が動作可能であるこ

とを確認する。 
３ヶ月に１回 

モバイル 

設備管理ＧＭ 

 

 
 
 
 
 
 

 
「運転，起動及び高温停止」を適用 
・６６－５－１ 格納容器圧力逃がし装置 
・６６－６－２ 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 

・６６－７－２ 格納容器下部注水系（可搬型） 

 
「運転，起動，高温停止，冷温停止，燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適用し

ない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）

原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）」を適用 
・６６－４－２ 低圧代替注水系（可搬型） 

・６６－１１－２ 復水貯蔵槽への移送設備 

 
「使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間」を適用 
・６６－９－１ 燃料プール代替注水系 
 
⑤ ②に含まれる設備 

 
⑥ 「設置許可基準規則」（技術基準規則）の要求では，２Ｎが求められる設備は，条文要求によ
り，可搬型代替電源設備及び可搬型注水設備（原子炉建屋の外から水又は電気を供給するもの

に限る。）が該当することから，可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）による低圧代替注水，代

替格納容器スプレイ等に使用する可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）は２Ｎ要求とし，２セッ

ト４台を所要数とする。（保安規定変更に係る基本方針４．３（１），添付－２） 
 
⑦ 適用される原子炉の状態における確認事項を記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．２） 

 
ａ．性能確認（機能・性能が満足していることを確認する。） 
項目１が該当。 
「保安規定変更に係る基本方針」の可搬型重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考

え方に基づき１年に１回，性能確認を実施する。 
 
可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）に必要な流量・吐出圧力は，下記のとおり各手段で求めら

れる機能毎に異なるが，性能確認としてはＱＨ特性上３点を確認することとし，機能毎に容量

と吐出圧力がそれぞれ最大となる値及び機能を同時に実施する場合の値を確認する。（添付－２） 

 
可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）公称値（容量 120m3/h 以上・吐出圧力0.85MPa[gage]以上） 

系 統 機 能 

必要台数 

(最大数)【台】 

Ｎ=必要台数 

必要流量 

【m3/h】 

必要吐出圧力

【MPa[gage]】 

低圧代替注水系 低圧代替注水 ４（２Ｎ） 
84 以上 

120 以上※1 

1.26 以上 

1.63 以上※1 

格納容器圧力 

逃がし装置 
フィルタ装置水張り ４（１Ｎ） 20 以上 1.28 以上 

代替格納容器 

スプレイ冷却系 
代替格納容器スプレイ ４（２Ｎ） 

80 以上 

120 以上※1 

0.71 以上 

1.63 以上※1 

格納容器下部 

注水系 
格納容器下部注水 ４（２Ｎ） 90 以上 1.67 以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

29



 

保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

燃料プール代替 

注水系 

可搬型スプレイヘッダ 

を使用した注水 
４（２Ｎ） 45 以上 0.74 以上 

常設スプレイヘッダを 

使用した注水 
４（２Ｎ） 45 以上 0.38 以上 

可搬型スプレイヘッダ 

を使用したスプレイ 
４（２Ｎ） 48 以上 1.31 以上 

常設スプレイヘッダを 

使用したスプレイ 
４（２Ｎ）          以上※2 1.29 以上※3 

水の供給設備 水の移送 ４（２Ｎ） 130 以上 1.04 以上 

※１：低圧代替注水系と格納容器スプレイ系を同時に使用する場合 

※２：常設スプレイヘッダを使用したスプレイの容量、圧力は先車にＡ－１級を使用しないと

成立しない。ここに記載される数値は、淡水貯水池を水源とした送水の“中継車”の容

量を記載している。　　　ｍ３／ｈでの圧力は１．０５MPa[gage]になる。 
※３：常設スプレイヘッダを使用したスプレイの容量、圧力は先車にＡ－１級を使用しないと

成立しない。ここに記載される数値は、淡水貯水池を水源とした送水の“元車”の圧力

を記載している。１．２９MPa[gage]での容量は７３．５ｍ３／ｈになる。 
 
ｂ．動作確認（運転上の制限を満足していることを定期的に確認する。） 
項目２が該当。 
「保安規定変更に係る基本方針」の重大事故等対処設備のサーベランス頻度の考え方に

基づき可搬型設備は３ヶ月に１回，動作可能であることを確認する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
（３）要求される措置 

適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止  

Ａ．動作可能な可

搬型代替注水

ポンプ（Ａ－

２級）が８台

未満の場合

（４台以上が

動作可能） 

Ａ１．１．当直長は，残りの可搬型代替注水

ポンプ（Ａ－２級）が動作可能で

あることを確認する。 

及び 

Ａ１．２．当直長は，残留熱除去系１系列及

び非常用ディーゼル発電機１台

を起動し，動作可能であることを

確認するとともに，その他の設備
※４が動作可能であることを確認

する。 

及び 

Ａ２．当直長は，代替措置※５を検討し，原子

炉主任技術者の確認を得て実施する。 

及び 

Ａ３．当直長は，当該設備を動作可能な状態

に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

 

１０日間 

 

 

３０日間 

Ｂ．動作可能な可

搬型代替注水

ポンプ（Ａ－

２級）が４台

未満の場合 

 

Ｂ１．低圧代替注水系（可搬型），格納容器

圧力逃がし装置，代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型），格納容器下部注

水系（可搬型）及び復水貯蔵槽への移

送設備を動作不能とみなす。 

及び 

Ｂ２．当直長は，非常用ディーゼル発電機１

台を起動し，動作可能であることを確

認するとともに，その他の設備※４が動

作可能であることを確認する。 

及び 

Ｂ３．当直長は，代替措置※５を検討し，原子

炉主任技術者の確認を得て実施する。 

及び 

Ｂ４．当直長は，当該設備を動作可能な状態

に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

３日間 

 

 

１０日間 

 

 
 
 

 
⑧ 運転上の制限を満足しない場合の条件を記載する。 
上記③のとおり，運転上の制限を所要数が動作可能であることとしていることから，動作不能と

なり所要数を満足していない場合を条件とする。 
動作可能な台数が２Ｎ未満（１Ｎ以上）となった場合と１Ｎ未満となった場合を条件として記

載する。 
 
⑨ 要求される措置について記載する。（保安規定変更に係る基本方針４．３（２），（３）） 
【運転，起動及び高温停止】 
Ａ１．１．動作可能な可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が８台未満４台以上となった場合に

は，残りの可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が動作可能であることを確認する。

動作確認の結果，動作可能な可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が４台以上の場合

には，条件Ａで要求される措置を継続して実施し，４台未満の場合には条件Ｂへ移

行し，条件Ｂで要求される措置を実施する。なお，完了時間は“速やかに”とする。 
 
Ａ１．２．重大事故等対処設備が動作不能となった場合は，対応する設計基準事故対処設備     

が動作可能であることを確認することが基本的な考え方であるが，設置許可基準

規則第四十七条～第五十二条における可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を使用す

る各対応手段の主な起因である原子炉圧力容器の冷却機能喪失時，原子炉格納容

器の冷却機能喪失時及び全交流動力電源喪失時において，最も実効的な設計基準

事故対処設備を確認対象として選定することとし，具体的には残留熱除去系及び

非常用ディーゼル発電機（原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系含む。）

が該当し，完了時間は“速やかに”とする。 
 

Ａ２．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する代替措置（可搬型ポンプの補充

等）を検討し，原子炉主任技術者の確認を得て実施する。完了時間は設計基準事故対処

設備が動作可能である場合のＡＯＴ上限（２Ｎ未満（１Ｎ以上））である「１０日間」

とする。 
 
Ａ３．当該設備を動作可能な状態に復旧する。完了時間は代替措置を実施した場合のＡＯＴ上

限（２Ｎ未満（１Ｎ以上））の「３０日間」とする。 
 
Ｂ１．動作可能な可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が１Ｎ未満の場合，可搬型代替注水ポン

プ（Ａ－２級）を使用する設備が機能喪失した状態となることから，各対応する設備を

動作不能とみなし，それぞれの要求される措置を“速やかに”実施する。 

 

Ｂ２．可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を使用する各対応手段の主な起因である全交流動力

電源喪失時において，最も実効的な設計基準事故対処設備を確認対象として選定するこ

ととし，具体的には非常用ディーゼル発電機（原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却

海水系含む。）が該当し，完了時間は“速やかに”とする。 
 

Ｂ３．，Ａ２．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「３日間」とする。 
 

Ｂ４．，Ａ３．と同様。ただし，完了時間は１Ｎ未満のため「１０日間」とする。 
 

 

 
 
 
コメントＮｏ．１５２ 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

運  転 

起  動 

高温停止  

Ｃ．条件Ａ又はＢで

要求される措

置を完了時間

内に達成でき

ない場合 

Ｃ１．当直長は，高温停止にする。 

及び 

Ｃ２．当直長は，冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

冷温停止 

燃料交換※６ 

 

Ａ．動作可能な可

搬型代替注水

ポンプ（Ａ－

２級）が８台

未満の場合

（４台以上が

動作可能） 

Ａ１．当直長は，当該設備を動作可能な状態に復

旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ２．当直長は，第６０条で要求される非常

用ディーゼル発電機１台を起動し，動

作可能であることを確認するととも

に，その他の設備※７が動作可能である

ことを確認する。 

及び 

Ａ３．当直長は，代替措置※５を検討し，原子

炉主任技術者の確認を得て実施する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

速やかに 

 

Ｂ．動作可能な可

搬型代替注水

ポンプ（Ａ－

２級）が４台

未満の場合 

 

Ｂ１．当直長は，低圧代替注水系（可搬型），

復水貯蔵槽への移送設備を動作不能

とみなす。 

及び 

Ｂ２．当直長は，当該設備を動作可能な状態に復

旧する措置を開始する。 

及び 

Ｂ３．当直長は，第６０条で要求される非常

用ディーゼル発電機１台を起動し，動

作可能であることを確認するととも

に，その他の設備※７が動作可能である

ことを確認する。 

及び 

Ｂ４．当直長は，代替措置※５を検討し，原子

炉主任技術者の確認を得て実施する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ１．，Ｃ２．既保安規定と同様の設定とする。 

 
 
 
 
 
【冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。（１）原子炉水

位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）原子炉内から全

燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）】 
Ａ１．当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 
 
Ａ２．原子炉が停止している状態であり，保安規定第６０条（非常用ディーゼル発電機その２）

で要求される非常用ディーゼル発電機１台が動作可能であることを“速やかに”起動し

確認する。 
   可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を使用する各対応手段の主な起因である全交流動力

電源喪失時において，最も実効的な設計基準事故対処設備を確認対象として選定する

こととし，具体的には非常用ディーゼル発電機（原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷

却海水系含む）が該当し，完了時間は“速やかに”とする。 
 
Ａ３．【運転，起動及び高温停止】におけるＡ２．と同様。ただし，冷温停止及び燃料交換（原

子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。（１）原子炉水位がオーバーフロー水

位付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）原子炉内から全燃料が取出され，か

つプールゲートが閉の場合）であることから，完了時間は“速やかに”とする。 
 
Ｂ１．【運転，起動及び高温停止】におけるＢ１．と同様。 
Ｂ２．【冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。（１）原子

炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）原子炉内

から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）】におけるＡ１．と同様。 
 
Ｂ３．【冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。（１）原子

炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）原子炉内

から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）】におけるＡ２．と同様。 
 
Ｂ４．【冷温停止及び燃料交換（原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。（１）原子

炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は（２）原子炉内

から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合）】におけるＡ３．と同様。 
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保安規定 第６６条 条文 記載の説明 備考 
適用される 

原 子 炉 

の 状 態 

条 件 ⑧ 要求される措置 ⑨ 完了時間 

使用済燃料

プールに照

射された燃

料を貯蔵し

ている期間 

Ａ．動作可能な可搬

型代替注水ポン

プ（Ａ－２級）

が８台未満の場

合 

Ａ１．当直長は，燃料プール代替注水系を動

作不能とみなす。 

及び 

Ａ２．当直長は，当該設備を動作可能な状態に

復旧する措置を開始する。 

及び 

Ａ３．当直長は，代替措置※５を検討し，原子

炉主任技術者の確認を得て実施する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

※４：残りの非常用ディーゼル発電機２台，原子炉補機冷却水系３系列及び原子炉補機冷却

海水系３系列をいい，至近の記録等により動作可能であることを確認する。 

※５：代替品の補充等をいう。 

※６：原子炉が次に示す状態となった場合は適用しない。 
（１）原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合 
（２）原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合 

※７：動作可能であることを確認する機器に必要な原子炉補機冷却水系１系列及び原子炉 

補機冷却海水系１系列をいい，至近の記録等により動作可能であることを確認する。 
 

 
 
 
 
 
【使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間】 
Ａ１．動作可能な可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が２Ｎ未満の場合及び１Ｎ未満の場合と

もに，燃料プール代替注水系の動作不能時の要求される措置及び完了時間が同等なこ

とから“速やかに”燃料プール代替注水系を動作不能とみなす。 

 

Ａ２．当該設備を動作可能な状態に復旧する措置を“速やかに”開始する。 
 

Ａ３．動作不能となった重大事故等対処設備の機能を補完する代替措置を検討し，原子炉主任

技術者の確認を得て“速やかに”実施する。 
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